
様式１（政策評価調書）
政策評価（令和７年度）

秋田県警察運営の基本方針と重点目標
評価者 秋田県公安委員会、秋田県警察本部長 評価確定日

１ 政策のねらい
警察の責務は、県民から負託されたものであり、悪を看過しない強さと困り苦しむ県民を守る優

しさを兼ね備え、県民に安全と安心を与えることが求められている。
県警察は、県民の負託と信頼に応えるため、県民に寄り添い、県民とともに活動し安全で安心な

秋田を実現することを目指す。

２ 施策評価の結果

施 策
施策評価の結果

2021(Ｒ３) 2022（Ｒ４) 2023(Ｒ５) 2024(Ｒ６)

施策名１
県民を犯罪等から守るための取組

― ― e c

施策名２
交通事故防止のための総合的な取組

― ― b a

※施策評価の結果：ａ～ｅの５段階で判定した結果

３ 総合評価結果と評価理由
総合評価 評価理由

施策評価の結果を基にした定量的評価は３で「Ｂ相当」であることから、総合
評価は、「Ｂ」とする。

※定量的評価：施策評価結果を点数化して平均点を算出し、Ａ相当～Ｅ相当の５段階に判定する。

・施策評価結果の配点 ａ：４点、ｂ：３点、ｃ：２点、ｄ：１点、ｅ：０点

・判定基準(平均点) Ａ相当：４点、Ｂ相当：３点以上４点未満、Ｃ相当：２点以上３点未満、Ｄ相当：１点以上

２点未満、Ｅ判定：１点未満

※総合評価：定量的評価を基本とし、定性的評価をする場合は、総合的な観点からＡ～Ｅの５段階に判定する。

４ 課題と今後の対応方針
施策 課題（目標達成に向けた課題等） 対応方針(重点的・優先的に取り組むべきこと)

・特殊詐欺の被害が増え、刑法犯認知件数も増加 ・特殊詐欺の被害防止方策として、コンビニエン

１
している。 スストア等のアルバイト従業員を含めた全従業員

・特殊詐欺被害防止のためには、電子マネー被害 に対し、電子マネー被害防止封筒の活用を依頼し、

防止封筒を活用し、電子マネー購入者に対する声 コンビニエンスストア担当警察官制度による店舗

掛けを確実に実施する必要がある。 との連携を強化しながら被害防止を図っていく。

・犯罪減少のためには、住民の防犯意識の向上、 ・地域住民との防犯活動、防犯カメラ設置による

防犯カメラによる犯罪抑止、犯罪発生状況等の分 犯罪抑止、児童等の安全確保対策を推進し、１件

析に基づく創意工夫をこらした活動等の各種施策 でも多くの犯罪を未然に防止する。

が重要となる。

・交通事故による死者数は、令和３年から30人前 ・高齢者による交通事故防止対策として、安全・

２
後を推移し、いまだ27人以下の目標を達成できて 安心アドバイザーによる戸別訪問や体験型の交通

いない。 安全教育、頻回事故惹起者の個別指導等の取組を

・高齢者が関係する交通死亡事故の発生率は高 引き続き実施する。

く、免許返納制度、交通安全教育等の高齢者事故 ・信号灯器の完全ＬＥＤ化、社会情勢に対応した

防止対策をより一層進める必要がある。 交通規制、悪質交通違反取締りに資する機器の整

・危険な交通事故防止のため、信号灯器・横断歩 備等の取組を今後も継続する。

道等の整備を着実に進めるほか、悪質交通違反等

の取締りをより一層強化する必要がある。

※課題と今後の対応方針の各施策の詳細については、施策評価調書を参考

５ 政策評価委員会の意見

Ｂ


